
（単位：千円）

金     額 金     額

流  動  資  産 64,297,736 流  動  負  債 58,258,131

現 金 預 金 1,101 買 掛 金 37,443,355

売 掛 金 54,330,894 未 払 金 20,255,760

短 期 貸 付 金 9,908,891 未 払 費 用 39,658

未 収 入 金 43,207 未 払 法 人 税 等 293,445

繰 延 税 金 資 産 13,640 未 払 消 費 税 等 1,290

預 り 金 224,620

固  定  資  産 594,274 固  定  負  債 110,063

有 形 固 定 資 産 590,028 繰 延 税 金 負 債 110,063

構 築 物 501

工 具 器 具 備 品 0

土 地 589,526

58,368,194

無 形 固 定 資 産 223

電 話 加 入 権 223 6,523,817

100,001

10,000

10,000

6,413,816

投資その他の資産 4,022 25,001

差 入 保 証 金 2,022 6,388,815

そ の 他 2,000 別 途 積 立 金 3,080,000

繰 越 利 益 剰 余 金 3,308,815

6,523,817

64,892,011 64,892,011

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
　(平成30年3月31日現在)

資　　　産　　　の　　　部

負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

資 本 金

科         目 

1

利 益 準 備 金

資 産 合 計

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

科         目 

純  　資 　 産　  の  　部

株 主 資 本

資 本 剰 余 金



  

258,627,691

257,013,069

1,614,621

46,113

1,568,507

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 73,493

受 取 賃 貸 料 748,226

営 業 外 運 賃 補 助 17,493

そ の 他 37 839,250

支 払 利 息 44,266

営 業 外 運 賃 17,493

支 払 賃 借 料 732,313 794,073

1,613,685

1,613,685

495,561

644 496,205

1,117,479

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

営　　業 　 外　  収 　 益

経 常 利 益

2

売 上 総 利 益

営 業 利 益

法 人 税 等 調 整 額

営    業    外    費    用

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

販 売 費 及び 一 般 管 理 費

金                額

損 益 計 算 書
(自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

売      上      原      価

（単位：千円）

売          上          高

科             目 



 

【 重要な会計方針に関する注記 】 

1．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法(ただし、建物、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法)を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

構 築 物             

工具器具備品 

10 

 

～ 20 年 

7 年 

 

 

 

2．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


